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平成29年度　事業報告
自　平成29年４月１日

至　平成30年３月31日

Ⅰ．総務関係

１．組　　織

　　⑴－１　広島県社会保険労務士会支部別個人会員数および異動状況　（平成29. 4. 1～平成30. 3.31）

事項別

支部別

平 成 29．3．31
現 在 会 員 数 入　　　会 退　　　会

変　　更 平 成 30．3．31
現 在 会 員 数増 減

開業又は
法人社員 勤務等 計 開業又は

法人社員 勤務等 計 開業又は
法人社員 勤務等 計 開業又は

法人社員 勤務等 開業又は
法人社員 勤務等 開業又は

法人社員 勤務等 計

広 　 島 397 88 485 9 13 22 12 4 16 8 4 7 5 395 96 491
呉 80 12 92 0 2 2 2 0 2 0 0 0 0 78 14 92

三 　 原 47 3 50 1 1 2 3 1 4 0 0 0 0 45 3 48
福 　 山 131 22 153 7 6 13 4 2 6 0 0 0 0 134 26 160
三 　 次 8 5 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 5 13
合 　 計 663 130 793 17 22 39 21 7 28 8 4 7 5 660 144 804

※　他県会からの入会者　…　４名

※　他県会へ移管　　　　…　２名

第１号議案
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　　⑴－2　紛争解決代理業務の付記　（平成29. 4. 1～平成30. 3.31）

種 別 平成28年度末会員数 平成 29 年度内訳 平成 29 年度末会員数
開 業 234 1 235
法 人 の 社 員 26 3 29
勤 務 24 2 26
そ の 他 4 -2 2

計 288 4 292

　　⑵　広島県社会保険労務士会法人会員数および異動状況（平成29. 4. 1～30. 3.31）

法人会員数
平成 28 年度末会員数

平成 29 年度中増減内訳
平成 29 年度末会員数

入会法人数 解散・廃止法人数
24　法人 ３　法人 ０　法人 27　法人

　　⑶　登録の状況　（平成29. 4. 1～30. 3.31）

種 　 　 　 　 別 人　　　　　員
新 規 登 録 34 名
再 登 録 　1 名
変 更 登 録 74 名
証 票 再 交 付 申 請 　5 名
登 録 事 項 等 ・ 社 員 資 格 証 明 13 名

２．会議の開催

⑴　広島県社会保険労務士会の事業運営のための理事会６回、正副会長各部長関係会議10回、総務部会６回、研修部会６回、広報

部会４回、業務部会３回、事業部会２回、綱紀委員会１回、総務会計管理委員会４回、成年後見センターサポート委員会３回、

学校教育支援事業関係会議２回、会務補佐委員会１回、50周年記念事業準備委員会３回、電子申請関係会議４回、ホームページ
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５．社労士試験事務受託に伴い、試験監督員等69名が協力、実施した。

６．紛争解決手続代理業務試験事務受託に伴い、協力、実施した。

７．会員データの整理、会計資料の作成等事務の合理化を推進した。

８．連合会認証局への加入促進及び会費の口座振替を推進した。

９．会則等の変更及び検討を実施した。

10．社労士制度創設50周年記念事業の計画及び準備を行った。

Ⅱ．研修関係

１．研修会の開催（広島・三原・福山の各会場で実施）

⑴　４月　特定個人情報保護評価研修会	 57名（広島　38名、福山　19名）

　　　　　　　　研修内容　社労士版特定個人情報保護評価の概要・実施・SRP Ⅱ認証について

	 講師　広島会場　積河内　弘樹（当会理事・呉支部長）

	 講師　福山会場　野島　正貴（当会理事）

⑵　４、５月　補佐人制度継続研修（1/21～5/13　全６回）

		  53名（広島）

		  講師　弁護士　松本　京子

⑶　９月　下請法・下請取引適正化研修会	 126名（広島　92名、福山　34名）

　　　　　研修内容　①下請法及び物流特殊指定について

					     講師　公正取引委員会事務総局　近畿中国四国事務所中国支所

					     　　　　下請課長　　田口　盛幸

　　　　　　　　　　②社会保険未加入対策等問題など建設業特有の取引適正化について

				    講師　広島会場　国土交通省中国地方整備局建政部
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				    　　　　　　　　　計画・建設産業課長　佐々木　高志

	 講師　福山会場　国土交通省中国地方整備局建政部

	 　　　　　　　　　建設業適正契約推進官　梅田　修一

　　　　　　　　　　　　　③職場意識改善助成金について	 講師　広島会場　広島労働局雇用環境・均等室

	 　　　　　　　　　働き方・休み方改善コンサルタント

	 　　　　　　　　　　　三時　範裕

	 講師　福山会場　広島労働局雇用環境・均等室

	 　　　　　　　　雇用改善均等推進指導官　上内　隆司

⑷　10月　年金研修会（広島支部との合同研修会）　　　　　　115名（広島　75名、福山　40名）

　　　　　　　　研修内容　①日本フルハップの事業内容について

	 講師　公益財団法人　日本中小企業福祉事業財団

	 　　　　中国支局　担当者

　　　　　　　　　　　　　②知っておきたい現在の年金制度と今後について

	 講師　井村社会保険労務士事務所

	 　　　　特定社会保険労務士　井村　丈夫

⑸　11月　地域の障害者就労支援の役割分担・連携ワークショップ　70名（広島）（外部団体出席者８名含む）

　　　　　　　　研修内容　①広島県における「働き方改革」について

	 講師　広島県働き方改革推進・働く女性応援課

	 　　　　参事　兼田　みゆき

　　　　　　　　　　　　　②障害や疾病のある人の就労支援の基礎知識

　　　　　　　　　　　　　　　～誰もが職業をとおして社会参加できる共生社会に向けて～
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	 講師　独立行政法人　高齢・障害・求職者雇用支援機構研究部門

	 　　　　主任研究員　春名　由一郎

　　　　　　　　　　　　　③グループワーク

⑹　11月　広島県社労士会セミナー	 94名（広島）（一般参加者29名含む）

　　　　　　　　研修内容　①中小企業・小規模事業者における「働き方改革」に向けた政府の取組み状況について

		  講師　広島労働局

		  　　　　局長　川口　達三

　　　　　　　　　　　　　②有期契約労働者の無期転換ルールへの実務対応

		  講師　特定社会保険労務士　江口　隆（当会広島支部会員）

⑺　１月　働き方改革に関する研修会	 147名（広島　96名、福山　51名）

　　　　　　　　研修内容　①育児・介護・治療と仕事の両立支援について� 全国社会保険労務士会連合会作成の PR 動画の放映

　　　　　　　　　　　　　②中小企業・小規模事業者における「働き方改革」に向けた政府の取組み状況

		  講師　広島会場　広島労働局雇用環境・均等室

		  　　　　室長補佐　梅田　典幸

		  　　　福山会場　広島労働局雇用環境・均等室

		  　　　　雇用環境改善・均等推進指導官　上内　隆司

　　　　　　　　　　　　　③「働き方改革」から組織を変える枠組みと仕掛け　～組織風土として定着させるまで～

	 講師　株式会社 フレスタホールディングス 管理本部 人事総務部

		  　　　　部長　渡辺　裕治

⑻　２月　就業規則の作成と運用研修会	 230名（広島　145名、三原　85名）

　　　　　　　　研修内容　基礎的な法的思考力に基づく「就業規則」の作成と運用
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		  講師　杜若経営法律事務所

		  　　　　弁護士　岸田　鑑彦

⑼　３月　新規加入会員研修	 34名（広島）

　　　　　　　　研修内容　①社労士法について		  講師　当会広報部長　積河内　弘樹

　　　　　　　　　　　　　②職業倫理について		  講師　当会副会長　　日南田　悟

　　　　　　　　新規加入会員研修については上記講義の他、役員による県会各種事業の説明を行った。

２．その他の研修

⑴　電子申請

　　　10月　電子申請研修会	 143名（広島）（他県会会員13名、事務補助者23名含む）

　　　　　　　　　研修内容　電子申請の動向と社会保険労務士への期待

		  講師　広島労働局職業安定部　雇用保険電子申請事務センター

		  　　　　センター長　畑岡　陽子

　　　　　　　　　業務ソフト会社によるプレゼンテーション　参加企業　６社

⑵　年金相談員研修

　　　　　　　　　年金事務所相談員を対象に研修を行った。

⑶　全国社会保険労務士会連合会主催研修

①　第13回特別研修（紛争解決手続代理業務に関する研修）　９月23日～11月25日　

　　　中央発信講義　30時間、　グループ研修　18時間、　ゼミナール研修　15時間

				    13名（�広島県会受講者）（中央発信　19名（他県会６名含む）、グルー

プ及びゼミナール28名（他県会15名））

②　２月　　倫理研修　　123名　（広島2/2　55名、広島2/3　40名、福山2/2　28名）
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Ⅲ．広報関係

１．社労士制度の広報

⑴　会報を９月と１月に発行し、ミニ会報誌を11月と２月に発行した。

⑵　ホームページを随時更新し、一般と会員向けに情報発信するとともに、会員名簿を新規掲載し、会員の利便性向上を図った。

⑶　ホームページ、新聞広告、ポスター等にキャッチコピー「支えます！職場の安心　企業の未来」を掲示した。

⑷　社労士制度推進月間 PR 活動の一環として全国社労士会連合会作成のポスター、リーフレット等を関係官庁へ配布した。

⑸　広島自由業団体連絡協議会に参画し、社労士制度の広報および情報交換を行った。

①　広島自由業団体連絡協議会会議（平成29年７月25日、平成30年２月６日）に出席し、活動内容を報告・PR

②　広島自由業団体連絡協議会・広島市共催の無料よろず相談会（平成29年11月14日、於：広島市庁舎）を実施し、延６名が相

談員として出席

　　　　相談件数　　７件（面接　４件、電話　３件）

⑹　社労士制度推進事業として各支部において行う無料相談会を支援した。

　　広島支部　　無料年金・労働相談会	 相談員	 21名、サポーター	 ２名、相談件数　　136件

　　　　　　　　　　広島市中区役所「無料総合相談」	 相談員	 11名、相談件数	 ６件

　　　　　　　　　　廿日市市役所「無料総合相談」	 相談員	 ６名、相談件数	 ４件

　　　　　　　　　　安芸区民まつり	 相談員	 ４名、相談件数	 25件

　　　　　　　　　　佐伯区民まつり	 相談員	 ４名、相談件数	 34件

　　　　　　　　　　南区安全・安心なまちづくりフェスティバル

	 相談員	 ３名、相談件数	 ９件

　　　　呉 支 部　　「働くこと」等無料相談会（呉・呉市役所本庁舎）

	 相談員	 ４名、相談件数	 13件
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　　　　　　　　　　「働くこと」等無料相談会（東広島・フジグラン東広島）

	 相談員	 ３名、相談件数	 ５件

　　　　三原支部　　労働・年金無料相談会（フジグラン尾道）

	 相談員	 ５名、応援者	 １名、相談件数　　１件

　　　　福山支部　　無料総合相談会	 相談員	 10名、相談件数	 19件

　　　　　　　　　　福山市役所社会保険労務相談	 相談員	 ６名、相談件数	 10件

　　　　三次支部　　無料相談会（三次市ふれあい会館）	 相談員	 １名、相談件数	 １件

　　　　　　　　　　　　　　　（イズミ吉田店文化教室）	 相談員	 １名、相談件数	 ２件

　　　　　　　　　　　　　　　（庄原市ふれあいセンター）	相談員	 ２名、相談件数	 ０件

⑺　新聞・ラジオ等を媒体として社労士業務の広報、並びに活用促進について広告した。

①　労働保険年度更新、社会保険算定基礎に合わせ中国新聞（全県版、70万部）へ社労士の活用促進について広告（平成29年６

月４日掲載）

②　社労士制度推進月間に合わせ「無期転換ルールの実務」セミナーおよび「社労士会労働紛争解決センター広島」、「街角の年

金相談センター広島・福山」、「総合労働相談所」「医療労務コンサルティング」のワンストップ体制を中国新聞に広告（平成

29年11月19日掲載）

③　RCC ラジオにおいて社労士制度推進月間における社労士の活用を PR（平成29年10月２日～13日、20秒27本）

④　広島商工会議所、広島商工会連合会の会報誌等を活用し社労士の活用を PR した。

⑻　パブリシティー活動

　　　ニュースリリースを積極的に行い、下記の成果を得られた。

①　労働者健康安全機構研究センターとの共催で実施したセミナーについて中国新聞の取材を受け掲載された。

②　広島市立広島商業高校で実施した学校教育について、中国新聞、公明新聞の取材を受け、掲載された。
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③　広島県との「働き方改革推進」に係る連携協力協定式について、テレビ局４社、新聞（全国紙、地方紙、地域経済情報誌）

の取材を受け、それぞれ放映、掲載された。

⑼　学校教育での社労士の活用について

　会員延べ28名により、広島県立広島大学、尾道市立大学、比治山大学、比治山大学短期大学、朝日医療専門学校、IGL 医療

福祉専門学校、小井出ファッションビューティ専門学校、広島県立海田高等学校定時制、広島県立庄原格致高等学校、広島市

立広島商業高等学校、廿日市高等学校定時制、広島朝鮮初中高等学校、福山市立加茂中学校での「出前授業」を実施した。

　さらに広島市立広島商業高等学校においては、生徒向け出前授業のボリュームを超える内容を生徒に伝達したいという学校

の意向により、勤務時間外に長時間にわたり教師対象の特別授業を行った。

２．社労士の地位と認知度の向上

⑴　行政機関、刑務所等相談会への協力を通し社労士の地位と認知度の向上を図った。

　　　　　　　相談員延べ　　37名

３．その他

⑴　全国社労士国民年金基金加入促進について会報を通して行った。

⑵　社労士賠償責任保険の PR を会報に掲載して行った。

⑶　50周年記念行事への機運醸成のためにピンバッチを作成し、着用運動を行った。

Ⅳ．業務関係

１．職域環境の確立と地位向上の促進

⑴　苦情処理相談に係る打合せ会議　　３回実施した。

⑵　業務に係る打合せ会議　　　　　　３回実施した。

⑶　業務侵害等に関する事及び不適切な情報発信等について、ホームページ、ブログ等の検索を行った。

⑷　中国税理士会と意見交換を行った。
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Ⅴ．事業関係

１．社労士の業務拡大・改善に関する事項

⑴　労務監査・労働条件審査推進委員会を実施した。

①　広島県指定管理者選定委員会２部局に３名の委員を派遣した。

②　広島県他11市町の労務監査指導監査専門員として社会福祉法人87法人を22名で監査を行った。

③　廿日市市の建設工事の施工業者のうち元請け２業者に対して労務監査を行った。

④　広島県と委託・役務業務契約を締結している業者のうち８業者に対して労務監査を行った。

⑤　広島県の低入札価格調査対象工事に係る工事完成後調査における労務監査を49業者に対して実施した。

⑥　広島県中小企業家同友会の新卒募集要項チェック業務を138件実施した。

⑵　医療労務コンサルタント事業の拡充

①　地区単位の医師会を訪問して、小規模医療機関を対象とした医療労務コンサルタント事業を促進した。

２．相談コーナー

⑴　常設行政相談会を実施した。

①　行政評価局の「行政困りごとなんでも相談所」（第３木曜日）に相談員１名を派遣

⑵　「総合労働相談所」を開設した。

①　毎月第２・４木曜日に開催、平成29年度中の相談件数　労働相談　32件（前年比同数）

３．全国健康保険協会広島支部との協力関係維持　

４．ゆうちょ銀行に於ける「年金裁定請求代行業務」受託（100件）

５．専門家派遣・相談等支援事業「最低賃金総合相談支援センター」受託　平成29年４月１日より平成30年３月31日まで（広島労働局）

⑴　個別相談　374件

⑵　専門家派遣相談　312件　　
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６．医療労務支援事業「医療労務管理相談コーナー」受託　平成29年４月１日より平成30年３月31日まで（広島労働局）

⑴　個別相談　　24件

７．「災害復興支援事業」への協力

⑴　広島県災害復興支援士業連絡会　　５回出席

Ⅵ．広島県社会保険労務士会　街角の年金相談センター運営部関係

１．日本年金機構「街角の年金相談センター広島・福山」の運営を実施した。

⑴　社労士相談員　広島９名、福山８名

２．日本年金機構広島東地域代表年金事務所との協議を４回実施した。

⑴　日本年金機構との事務手続き等について

３．日本年金機構との年金相談窓口等の運営業務受託

⑴　年金事務所（巡回相談を含む）の年金相談窓口での相談対応及び総合相談室における総合相談に対応（延べ4,043名）

Ⅶ．社労士会労働紛争解決センター広島関係

⑴　あっせん件数　　３件（不応諾　３件）


